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別紙第１ 

職員の給与に関する報告 

１ はじめに 

給与報告・勧告制度は、職員の労働基本権制約の代償措置として設け

られており、本市職員の給与を社会一般の情勢に適応させる機能を有し

ている。この制度は、人材の確保や労使関係の安定、そして円滑な行政

運営維持の基盤となっている。 

近年の勧告では、令和４年以降、多くの企業において賃金引上げの動

きが見られ、２年連続で月例給、特別給ともに引上げとなった。 

 本委員会は、地方公務員法の規定に基づき本市職員の給与等の実態、

市内民間事業所の従業員の給与、その他本市職員の給与等を決定する諸

条件について調査研究を行ってきた。 

その結果について、次のとおり報告する。 
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２ 本市職員と民間企業の従業員の給与比較 

（１） 職員の給与の状況

本委員会は、令和６年４月現在における本市職員の給与等について把握

するため、職員給与等実態調査を実施した。調査対象となった職員のうち、

勧告対象職員は、一般職の職員のうち行政職、消防職、教育職、医療職（計

14,796 人）である。 

図１ 給料表別職員数 

 

労務職員、水道職員及び交通職員については、団体協約締結権を有しているため、労働基本

権制約の代償措置である給与勧告の対象外となっている。 

勧告対象職員について 

（参考資料 p.30、p.31 参照） 

勧告対象外職員について 
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 また、行政職職員から令和６年４月の新規採用者等を除いた較差比較

対象職員は、6,217 人で、平均年齢は 42.0 歳であり、給与の状況は第１

表に示すとおりである。 
 

第１表 職員の給与の状況（較差比較対象職員） 

項   目 令和６年(2024 年) (参考)令和５年(2023 年) 

平

均

給

与

月

額 

給 料 ３３４，９６５円 ３３０，８７２円 

扶 養 手 当 ９，１５５円 ８，９９７円 

地 域 手 当 ４２，７３８円 ４２，１４３円 

管 理 職 手 当 １２，０２５円 １１，３２０円 

住 居 手 当 等 ５，６９７円 ５，７３４円 

合   計 ４０４，５８０円 ３９９，０６６円 

（注）１ 給料については、令和３年(2021 年)４月１日の給料表の切替えに伴う経過措置額 

を含む。 

２ 住居手当等とは、住居手当と単身赴任手当の合計額である。 

 

 

(参考：行政職職員の状況) 

項 目  令和６年(2024 年) (参考)令和５年(2023 年) 

職 員 数 ６，４５７人 ６，６２５人 

平 均 年 齢 ４１．５歳 ４１．５歳 

平均勤続年数 １７．６年 １７．７年 

平均扶養親族数 ０．７９人 ０．７７人 

男女別構成比 
男性５５．９％ 

女性４４．１％ 

男性５６．２％ 

女性４３．８％ 

学

歴

別

構

成 

大 学 卒 ７７．８％ ７６．４％ 

短 大 卒 ６．６％ ７．１％ 

高 校 卒 １５．２％ １６．１％ 

中 学 卒  ０．４％  ０．４％ 
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（２） 民間事業所の給与の状況 

本委員会は、本市職員と神戸市内の民間企業の従業員の給与水準を比

較するため、人事院等と共同で「令和６年職種別民間給与実態調査」を

実施した。この調査は、正規の従業員数が企業全体で 50 人以上、かつ、

支店等の事業所単位で50人以上である民間の事業所を調査対象事業所と

して、全国統一の内容、方法で行ったものである。（参考資料 p.53、p.54

参照） 

 

ア 初任給の状況 

新規学卒者の採用を行った事業所のうち、初任給を増額した事業所の

割合は、第２表に示すとおり、令和５年に比べて大学卒、高校卒ともに

増加しており、初任給を増額した事業所の割合が最も大きくなっている。 

第２表 民間における初任給改定の状況               （単位：％） 

(注）１ 増額、据置き、減額は、採用ありと答えた事業所を 100 としたときの割合である。 

   ２（  ）内は、令和５年の数値である。 

 

イ 給与改定の状況 

令和６年１月以降に、ベースアップを実施した事業所の割合は、第３

表に示すとおり、令和５年に比べて係員、課長級ともに増加した。 

第３表 民間におけるベース改定の実施状況            (単位：％) 

 ﾍﾞｰｽｱｯﾌﾟ実施 ﾍﾞｰｽｱｯﾌﾟ中止 ﾍﾞｰｽﾀﾞｳﾝ ﾍﾞｱ慣行なし 

係 員  60.8（43.1）   3.8（5.2）   0.8（0.0）  34.6（51.7） 

課長級  50.7（32.8）   4.8（5.8）   0.0（0.0）  44.5（61.4） 

(注）（  ）内は、令和５年の数値である。 

  

次に、令和６年１月以降に、定期昇給を実施した事業所の割合は、第

４表に示すとおり、令和５年に比べて係員は増加しており、課長級は減

少している。また、昇給額については、令和５年と比べて増額した事業

所の割合が、係員・課長級ともに増加している。 

 増額 据置き 減額 

大学卒  77.2（51.1）  22.8（48.9）  0.0（0.0） 

高校卒  90.7（86.8）   9.3（13.2）  0.0（0.0） 
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第４表 民間における定期昇給の状況                (単位：％) 

 

定昇制度あり 定昇 

制度 

なし 
 

定昇 

実施 

 定昇 

増 額 減 額 変化なし 停止 

係 員 
92.4 

(89.0) 

92.4 

(89.0) 

42.8 

(23.6) 

0.0 

(4.1) 

49.6 

(61.3) 

0.0 

(0.0) 

 7.6 

(11.0) 

課長級 
80.1 

(85.3) 

80.1 

(84.7) 

32.3 

(21.8) 

0.0 

(2.8) 

47.8 

(60.1) 

0.0 

(0.6) 

19.9 

(14.7) 

(注）１ 定期昇給の有無が不明、定期昇給の実施が未定及びベースアップと定期昇給を分離すること 

ができない事業所を除いて集計した。 

２（  ）内は、令和５年の数値である。 
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（３） 賃金・雇用情勢等 

ア 民間賃金指標の動向 

「毎月勤労統計調査」（厚生労働省・兵庫県）によると、図２に示すと

おり、所定内給与の指数（令和２暦年平均＝100）は、令和５年平均は兵

庫県で 102.9 と令和４年より 0.7 ポイント上昇している。全国は 104.7

と令和４年より 1.9 ポイント上昇している。また、参考までに、令和６

年４月においては、兵庫県は 103.2 で、前年同月（103.5）より 0.3 ポイ

ント低下している。全国は 107.5 で、前年同月（105.2）より 2.3 ポイン

ト上昇している。 

図２ 賃金水準の動向(暦年平均)  

 

 

 

 

 

 

(注) 全国、兵庫県ともに、令和２暦年平均を 100 とした指数。企業規模 30 人以上の事業所における 

常用労働者の所定内給与である。 

 

イ 物価の動向 

令和６年４月の神戸市の消費者物価指数（総務省）は、図３に示すと

おり 106.9 となり、令和５年より 2.8 ポイント上昇している。 

図３ 消費者物価指数の推移(各年４月) 

 

 

 

 

 

 

(注) 全国、神戸市ともに、令和２暦年平均を 100 とした指数である。 

 

神戸市 

兵庫県 

6



 

 

ウ 雇用情勢等 

「労働力調査」（総務省）によると、図４に示すとおり、完全失業率は

令和元年まで改善がみられていた。令和２年より上昇に転じたものの、

令和４年以降、兵庫県、全国ともに 2.6％となり、やや改善がみられた。 

図４ 完全失業率の推移（暦年平均） 

 

 

 

 

 

 

 

また、「職業安定業務統計(一般職業紹介状況)」（厚生労働省）による

と、兵庫県の有効求人倍率は、図５に示すとおり、1.01 倍となり、全国

と同様に低下している。 

図５ 有効求人倍率の推移(各年４月) 

 

 

 

 

 

 

 

(注) 有効求人倍率とは、公共職業安定所で扱う求職者及び求人数のデータから、１人の求職者に対し

て、どれだけの求人があるかを示す指標である（有効求人数／有効求職者数）。全国・兵庫県とも

に季節調整値。 

兵庫県 

兵庫県 
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（４） 民間給与との比較結果 

ア 月例給 

本市職員の給与と市内民間企業の従業員の給与を役職段階、年齢、学

歴を同じくする者同士で比較した結果は第５表に示すとおりであり、本

市職員の給与は、民間企業の従業員の給与を一人当たり 11,015 円

（2.72％）下回っている。 

第５表 比較の結果 

民間給与 

(A) 

職員給与 

(B) 

較   差 

(C)=(A)-(B)（(C)/(B)*100） 

４１５，５９５円 ４０４，５８０円 １１，０１５円（２．７２％ ） 

(注) 給与は、給料、扶養手当、地域手当、管理職手当、住居手当等で比較 

 

イ 特別給（期末・勤勉手当） 

令和５年８月から令和６年７月までの１年間において、市内民間事業

所で支払われた賞与等の特別給は、第６表に示すとおり、平均所定内給

与月額の 4.60 月分（令和５年度は 4.50 月分）に相当しており、本市職

員の特別給（期末・勤勉手当）の年間支給月数（4.50 月）は、民間事業

所の支給月数を 0.1 月分下回っている。 

 

第６表 民間における特別給の支給状況 

特別給の支給割合 
下半期 ２．２８ 月分 

上半期 ２．３２ 月分 

年 間 ４．６０ 月分 

(注) 下半期とは令和５年８月から令和６年１月まで、上半期とは同年２月から７月までの期間をいう。 
 
 

〈参考〉 

本市職員の現行の支給月数 

特別給の支給月数 
６月期 ２．２５月 

12 月期 ２．２５月 

年 間 ４．５０月 
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３ 結 び 

本市職員の給与をめぐる諸状況は以上述べたとおりである。 

 

 本市職員の月例給と市内民間企業の従業員の月例給を比較すると、本市

職員の月例給が民間企業の従業員の月例給を 11,015 円（2.72％）下回っ

ている状況である。 

 

 また、特別給（期末・勤勉手当）については、本市職員の期末・勤勉手

当の支給月数（4.50 月）が市内民間事業所の支給月数（4.60 月）を 0.1 

月分下回っている状況である。 

  

したがって、本委員会としては、令和６年度の給与改定の取扱いについ

て、次の（１）のとおりとすることが適切であると判断した。 

また、令和６年の人事院勧告で示された社会と公務の変化に応じた給与

制度の整備（給与制度のアップデート）について、次の（２）のとおりと

する必要があると考える。 

 

（１）令和６年度の給与改定の取扱いについて 

 ア 給料表 

行政職給料表については、国の行政職俸給表（一）及び他の政令指定都

市における同種の給料表の改定傾向を考慮のうえ、人材確保の観点等から、

初任給をはじめ若年層に重点を置きつつ、給料表全体の引上げ改定を行う

必要がある。あわせて、係長級への段階的な処遇改善にも引き続き取り組

む必要がある。 

また、行政職給料表以外の給料表についても、行政職給料表との均衡を

基本とし、それぞれに対応する国の俸給表の改定に関する考え方を考慮の

うえ、改定を行う必要がある。 
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 イ 初任給調整手当 

 医師及び歯科医師に対する初任給調整手当について、人事院勧告を考慮

のうえ、改定する必要がある。  

 

ウ 特別給（期末・勤勉手当） 

支給月数については、市内民間事業所における支給状況及び人事院勧告

を考慮のうえ、0.1月分引き上げる必要がある。 

 支給月数の引上げ分は、市内民間事業所における支給状況及び人事院勧

告を考慮のうえ、期末手当及び勤勉手当に均等に配分し、令和６年度につ

いては 12 月期の期末手当及び勤勉手当を引き上げ、令和７年度以降にお

いては、６月期及び 12 月期の期末手当及び勤勉手当のそれぞれの支給月

数が均等になるよう配分することが適当である。 

 定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員の特別給についても、

人事院勧告を考慮のうえ、所要の措置を講じる必要がある。 

【参考】令和６年 12月期以降の支給月数（一般の職員の場合） 

 6月期 12月期 

令和６年度 期末手当 1.225 月（支給済み） 1.275 月（現行 1.225月） 

      勤勉手当 1.025 月（支給済み） 1.075 月（現行 1.025月） 

令和７年度 期末手当 1.25 月 1.25 月 

以降 勤勉手当 1.05 月 1.05 月 

  

エ 改定の実施時期等 

     ア、イについては、令和６年４月１日から、ウについては、この改定を

実施するための条例の公布の日から実施することとする。 

 

   （２）社会と公務の変化に応じた給与制度の整備（給与制度のアップデー

ト）について 

    令和６年の人事院勧告において、社会と公務の変化に応じた給与制度の

整備（給与制度のアップデート）について、令和５年に示された骨格案を

元に勧告がなされた。具体的には、人材の確保への対応・組織パフォーマ
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ンスの向上・ワークスタイルやライフスタイルの多様化への対応として、

初任給等若年層の給与水準の引上げ、職務や職責をより重視した俸給体系

等の整備、地域手当の見直し、扶養手当の見直し等が示されている。特に、

初任給等若年層の給与水準の引上げについては、人材確保の困難性を踏ま

え、令和６年４月に遡及して先行実施するものとし、その他の見直しにつ

いては、令和７年４月１日から実施するとしている。 

    一方、地方公務員については、令和５年 10月に総務省において、「社会

の変革に対応した地方公務員制度のあり方に関する検討会」が設置され、

その給与分科会において地方公務員の給与のあり方についての検討がな

されている。令和６年４月に中間論点整理がなされ、９月に地方公務員を

取り巻く環境や令和６年人事院勧告・報告の内容を踏まえ、地方公務員の

給与における対応の基本的方向性の整理がなされたところである。 

以上を踏まえ、最重要課題の一つである人材確保の観点から、人事給与

制度の見直しに取り組んでいる本市の実態などを鑑み、対応を検討してい

く必要がある。 
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別紙第２ 

 

勧    告 

 

本委員会は、別紙第１に述べた報告に基づき、職員の給与につい

て、民間との給与較差等（月例給 11,015 円 2.72％、特別給 0.1 月）

を基本として、次の措置を執られるよう勧告する。 

 

１ 改定の内容 

（１）給料表 

神戸市職員の給与等に関する条例に規定する給料表については、

国の俸給表及び他の政令指定都市における同種の給料表の改定傾

向を考慮のうえ、本市職員の実態に適合した必要な改定を行うこ

と。 

 

（２）初任給調整手当 

  人事院勧告を考慮のうえ、必要な改定を行うこと。 

 

（３）期末・勤勉手当 

支給月数及び支給割合について、別紙第１で述べたことを踏ま

え、民間における支給状況及び人事院勧告の内容を考慮のうえ、

必要な改定を行うこと。 

 

 

２ 改定の実施時期 

１の（１）（２）については、令和６年４月１日から、１の（３） 

については、この改定を実施するための条例の公布の日から実施す 

ること。 
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（参考）本市の較差及び特別給の支給月数の推移 

 
年度 

月例給 特別給 
(月) 額（円） 率（％） 

平成３（1991） 13,047 3.63 5.45 

４（1992） 11,115 2.93 5.45 

（途中省略） 

２１（2009） △205 △0.05 4.15 

２２（2010） △203 △0.05 3.95 

２３（2011）  （ △56 ） （ △0.01 ） 3.95 

２４（2012） △945 △0.22 3.95 

２５（2013）  （ △89 ） （ △0.02 ） 3.95 

２６（2014） 1,014 0.25 4.10 

２７（2015）  907 0.22 4.20 

２８（2016）  721 0.18 4.30 

２９（2017）  237 0.06 4.40 

３０（2018）  445 0.11 4.45 

令和元（2019）  240 0.06 4.50 

２（2020）  （ △47 ） （ △0.01 ） 4.45 

３（2021）  （ △86 ） （ △0.02 ） 4.30 

４（2022）  853  0.22 4.40 

５（2023） 3,694  0.93 4.50 

６（2024） 11,015  2.72 4.60 

(注) 月例給の欄がかっこ書きの年度は月例給の勧告を見送り。 
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別紙第３ 

職員の人事管理に関する報告 

 

はじめに 

 近年、生産年齢人口の減少などにより、行政・民間ともに人材の確保・育

成が、組織としての持続的活動のために必要不可欠となっている。 

一方、個々人においても、業務を通じた自己の能力開発を志向する人が増

加しており、特に若年層においては転職もその手段の１つと考えるなど、意

識が大きく変化してきている。 

このような変化の中で、複雑・高度化する課題に市民に最も身近な基礎自

治体として本市が対応していくためには、組織として多様で優秀な職員を確

保・育成するとともに、職員一人ひとりが成長しながら、柔軟・迅速に課題

に対応でき、安心して働き続けられる環境を整えていくことが求められる。 

 以上を踏まえ、次のとおり報告する。 

  

１ 行政のプロフェッショナルとして市政を担う多様な人材の確保 

 本市では、「チャレンジ精神」「リーダーシップ」「デザイン力」を求める人

材像・目指すべき職員像と定め人材確保に取り組んでいる。大学卒を対象と

した試験においては、民間企業との併願がしやすい「適性検査方式」、デザイ

ン・美術・音楽・映像などの素養がある人をターゲットにした「デザイン・

クリエイティブ枠」など多様な試験を導入している。加えて、年間を通じて

応募を受け付ける「大学卒通年枠」を設けるなど、多様な経験・スキル・専

門性を持つ優秀な人材の確保に努めてきている。また、近年の転職によるス

キルアップ志向、社会貢献への意識の高まり、民間企業における経験者採用

の比率の増加といった採用トレンドの変化に対応するため、令和５年度には、

新卒一括採用中心の採用方法から転換し、新卒と経験者の採用比率を５：５

となるよう経験者採用を拡大した。具体的には、経験者採用試験における受

験可能年齢の拡大や通年募集の実施、デジタル分野などの特定の行政分野に

おいて任期の定めのない職員として採用する「プロフェッショナル型採用」

の実施などの取組を進めた。 
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そのような中、令和６年５月に、「神戸市人材確保・育成計画」（以下、「計

画」という。）が策定され、積極的な都市戦略を進めていくための人材確保・

育成についての本市の考え方と具体的な取組がまとめられた。本計画にもあ

るとおり、行政のプロフェッショナルとしてこれからの市政を担う多様な人

材の確保・育成は非常に重要である。 

令和６年度は、より受験しやすい環境づくりを目的に、WEB 面接の拡充、

「デザイン・クリエイティブ枠」など一部の試験での実施時期の前倒しなど、

試験制度の見直しを行った。 

また、経験者採用において、民間企業や行政機関等でチームマネジメント

やプロジェクトリーダー等の経験を有する優秀な人材を獲得することを目

的に、「係長採用選考」を新たに導入することとしている。 

これら多様な試験方式の導入に加えて、学生や転職希望者などに公務の魅

力を発信することも重要であり、各種インターンシップの実施や「KOBEナビ

ゲーター」1による活動、SNSの発信などを通じて、積極的な広報活動を行っ

ている。令和５年度からは、本市主催で東京での転職者向け説明会を開催し、

東京圏の転職希望者に本市が転職先として選ばれることにつなげている。ま

た、令和６年度からは夏季インターンシップを技術・福祉系のプログラムに

特化させたほか、各種インターンシップの拡充に取り組んでいる。引き続き、

多様な人材が採用試験に挑戦できるよう戦略的な広報活動に取り組んでい

く必要がある。 

なお、障害者雇用の促進は、障がい者の就労支援の観点から重要である。

本市においては、障害者雇用率について、令和３年度から５年度までの推移

をみると、2.02％、2.34％、2.40％と着実に上昇しているものの、段階的に

法定雇用率2が引き上げられていることも踏まえ、引き続き障害者雇用の促進

が必要となる。任命権者においては、障がいのある職員の活躍を推進するた

めの職場環境の整備、障がいの特性に応じた職務の選定などを、積極的に進

めていくことが望まれる。 

  

                                                      
1 学生や転職希望者に業務内容や仕事のやりがい、職場環境など神戸市役所で働く魅力を発信する職員 
2 令和５年度 2.60％ 
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２ 成長を実感できる人材育成とキャリア形成支援 

組織力の向上に加え、多様で優秀な人材を確保していく観点からも、人材

育成は重要である。就職先としてこれからも本市が選ばれるだけでなく、採

用後もすべての職員が成長を実感しながらキャリアを形成し、やりがいやモ

チベーションを向上していけるよう、個々の職員のニーズに応じた支援に全

庁を挙げて取り組む必要がある。 

 

（１）多様な人材を活かす人材育成・人事管理 

 多様な試験方式、ジョブ型雇用3などにより、本市には様々な知識・経験・

アイデア・専門性を持った職員が採用されている。組織として複雑・高度化

する課題に対応するためには、多様な職員の持つ能力の向上を支援するとと

もに、人事配置においてその能力を効果的に組み合わせることが重要である。 

 

ア 職員研修と人材育成 

 職員研修においては、e-ラーニング研修と集合研修の特色を活かした混合

研修の拡充に取り組んでいるところである。高度で専門的な知識の習得、職

員の主体的な能力開発、職員同士のネットワークづくりなど、職員研修の意

義・目的は多様であり、引き続き職員のニーズを踏まえ、研修機会の充実を

図ることが求められる。 

加えて、多様な職員が能力を十分発揮するためには、所属における人材育

成（OJT）も非常に重要である。OJTにおいて管理職の果たす役割は大きいた

め、部下のキャリア形成支援を含む管理職の部下育成能力の向上にも引き続

き努める必要がある。 

 

イ 女性管理職の登用 

現在、職員の約４割、新規採用職員の約５割が女性である。「神戸市女性職

員の活躍推進計画（第２期）」においては、課長級以上の職員に占める女性職

員の割合を令和７年度末に25.0％とする目標を掲げている。令和６年４月時

                                                      
3 本市においては、任期の定めのない職員として「プロフェッショナル型採用」や、高度の専門性を備えた民間人材の活用等のため任期

付職員の採用を行っている。 
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点での割合は、令和５年より2.7ポイント上昇し、22.1％となった。 

また、係長昇任意向調査によると、係長職への昇任を希望する女性職員は

増加してきている。女性管理職の登用は、多様な経験や考え方を市政に反映

し、市民ニーズに応えていくためにも重要であり、引き続き積極的に進めて

いくことが求められる。 

 

ウ 高齢層職員の活躍推進 

 令和５年度より段階的に定年年齢の引上げが始まっている。デジタル対応

等の社会環境の変化に応じた能力向上を図れるよう、また、これまで培って

きた経験等を活用し、後進の育成や知識・技術の継承に努め、高いモチベー

ションを持って業務に従事し続けられるよう、高齢層職員の活躍を後押しす

る環境づくりは重要である。 

 

エ 業務外での成長機会の確保 

本市においては、職員の知識・経験を活かし、市民の立場で地域の課題解

決に向けて積極的に取り組むことを後押しするため、報酬を得て地域活動に

従事することを可能とする、地域貢献応援制度を設けている。 

また、庁内副業制度4、Young Challenge Program5の実施など、部署の枠に

とらわれることなく、職員の能力・専門性を活かす機会を提供している。 

これらの取組は、業務以外での職員の成長機会となり、組織の活性化にも

つながると考える。 

 

（２）キャリア形成支援と人事評価を通じた人材育成 

 若年層のキャリア意識の変化や定年年齢引上げによる在職期間の長期化

などに伴い、職員一人ひとりに応じたきめ細やかな人事上の対応へのニーズ

が高まっている。職員のやりがいやモチベーションの向上及び組織力の向上

のため、職員それぞれのキャリア形成や主体的な能力開発に対する支援、納

                                                      
4 組織力を最大化することを目的に、職員が自身のスキルを活用し、他所属の業務の一部を「副業」として取り組むことができる制度 
5 若手職員の育成と組織エンゲージメントの向上を目的に実施する、「地域課題の抽出・分析」と「新規事業の企画・立案」を行う２つの

プログラムの総称 
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得性のある人事評価と丁寧なフィードバックによる人材の育成、人事評価結

果の給与反映に引き続き取り組んでいく必要がある。 

 

ア キャリア形成と主体的な能力開発への支援 

職員自身が長期的な視点で職務に従事しながら、どうキャリアを積んでい

くか考える機会を提供していくことは重要である。 

本市では、キャリア形成を考える機会として、新規採用職員研修をはじめ

節目の階層別研修において、キャリア形成支援の研修を実施している。また、

キャリア実現に向けた職員の主体的な能力開発を支援するため、資格取得支

援制度、庁内インターンシップ制度6、庁内フリーエージェント制度7、庁内公

募制度8、専任職制度を設けている。 

これらの研修や制度は、職員がライフステージの変化も踏まえ、主体的に

キャリアを考え、能力開発にチャレンジできる機会を提供するものである。

引き続き、積極的に活用できるよう運用していく必要がある。 

このような機会の提供に加えて、組織として、職員の意向、専門性・スキ

ル、人事評価結果、研修履歴など、個々の職員の情報をデータとして一体的

に蓄積し、キャリア形成をはじめ様々な場面での活用ができるよう、人事管

理情報のデジタル化をさらに進めていくことも必要である。 

 

イ 人事評価制度等を通じた人材育成 

組織として人材育成を図っていくためには、一人ひとりの職員の強みや改

善点を明らかにしながら成長を促していく必要がある。そのためには、人事

評価制度を通じて、上司と部下職員間で、目標・成果の共有、具体的な行動

に対する指導助言、客観的事実に基づいた適正な評価、丁寧なフィードバッ

クを行うことが重要となる。 

令和５年度には、これらを踏まえた人事評価制度の見直しが行われたとこ

ろである。評価者による適切な制度運用と評価スキルの向上のため、引き続

                                                      
6 職員自身が希望する所属で、一定期間、職務を経験することができる制度 
7 職員自身が希望する所属を申告し選考を受け、合格した職員を希望する所属へ配属する制度 
8 募集の対象となっている業務の中から、自身の興味のある業務を選択し、選考を受け、合格した職員を対象所属へ配属する制度 
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き評価者研修を実施するとともに、定期的に制度の検証を行い、内容の充実

を図っていく必要がある。 

また、職員のやりがいやモチベーションを向上させ成長を促していくため

には、上司は、部下職員が担うべき役割・ミッション・期待を人事評価制度

の運用だけでなく、日頃のコミュニケーションの中でも具体的に示すことが

必要である。 

なお、人事評価の結果を、給与や昇任・昇格に適切に反映していくことは、

職員のやりがいやモチベーションを高め、より意欲をもって職務に取り組む

ことにつながる。 

頑張った職員が真に報われる人事・給与制度を実現するため、これまでも

評価結果の給与への反映について取り組んできたところである。令和６年度

からは課長級以上の職員を対象に、人事評価結果の査定昇給への反映を拡大

している。今後は、係長級以下の職員についても、課長級以上の運用状況を

踏まえながら給与への反映拡大を進めていく必要がある。 

 

ウ 昇任意欲を高める環境づくり 

職員が自らのキャリア形成を考える中で、より上位の職への昇任を意識し、

実現に向けて職務に取り組むことは、安定した組織運営を行う観点からも重

要である。そのためには、管理職が手本となり、管理職としてのやりがいや

魅力について業務を通じて職員に伝えていくことが大切である。 

また、管理職の登竜門である係長職への昇任意欲を高める環境づくりが重

要である。これまでも、「実力本位・人物本位」の係長昇任選考制度の導入や、

係長級の段階的な処遇改善を実施してきているところであるが、加えて、若

手職員を対象とした次世代リーダー育成研修では、知識、経験の習得に加え

庁内ネットワークづくりを意識したプログラムを実施しており、引き続き、

様々な機会を通じて係長職への昇任意欲を高めていく必要がある。 

 

３ 働きやすい職場環境づくり 

 職員が成長しながら安心して働き続けていくためには、働きやすい職場環
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境を構築することが求められる。 

そのためには、ワークライフバランスをとりながら職員一人ひとりがいき

いきとその能力を最大限に発揮できる職場であるように、以下に述べるよう

な制度・仕組みの運用・充実に積極的に取り組んでいく必要がある。 

 

（１）多様で柔軟な働き方の推進 

 本市では、働き方改革・業務改革に関する意識の浸透度を測るため、職員

意識調査を定期的に行っている。調査によると、職員が自らのキャリアを考

えるにあたって、ワークライフバランスの視点を重視しているという結果が

見てとれる。 

 本市では、これまでも職員がワークライフバランスをとれるよう多様で柔

軟な働き方として、在宅勤務やフレックスタイム制を導入してきた。引き続

き、基礎自治体としての役割も踏まえながら、活用しやすい制度の在り方を

検討し、適切に運用されることが望まれる。  

 そのなかでも、育児・介護等と仕事の両立は、性別や年齢を問わず誰もが

直面する可能性がある大きな課題である。全ての職員がその時々の生活状況

に応じた働き方を選択できるように、業務の廃止・見直しやデジタル化など

により、働き方改革を進めることが必要である。 

 また、育児休業や短時間勤務制度等を必要な時期に気兼ねすることなく取

得できるような環境整備や組織風土づくりに引き続き努めていくことも重

要である。所属長等においては、育児休業等を取得する職員と同僚職員が互

いに安心して働き続けられるよう、業務内容の見直しや事務分担の変更、人

員調整などを行い、業務を運営していくことが求められる。 

令和６年度からは産前産後休暇の代替として任期付職員を配置できるよ

う制度改正が行われたが、任命権者においては、更なる制度の改正等の後押

しが必要である。 

例えば、育児休業取得による欠員に対し、正規職員の配置を含め代替職員

の配置をこれまで以上に充実させるなど職場環境の充実のほか、育児休業取

得者がいる職場において業務運営に貢献した同僚職員への人事評価や給与
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への反映など、仕組みづくりについて検討する必要がある。 

男性職員の育児休業については、市長部局において、令和６年度末までの

目標値を「取得期間１週間以上の取得率を85％」としている。令和５年度の

取得率は71.5％となり、年々取得者が増加している。時期、期間など、それ

ぞれの希望に応じて取得できることが大切である。また、育児休業を取得し

た職員が円滑に職場復帰できるよう、性別を問わず引き続き支援をしていく

ことが必要である。 

なお、令和６年の人事院勧告・報告においては、令和６年５月に改正育児・

介護休業法が成立したことを踏まえ、育児・介護と仕事の両立支援として、

育児時間、子の看護休暇、時間外勤務の免除などの制度の拡充や、育児・介

護との両立支援制度の周知・働き方の意向確認の義務付けなどについて言及

及び意見の申出がなされている。法改正及び国の動向を参考に、本市におい

ても対応していく必要がある。 

今後も、多様で柔軟な働き方を推進するための様々な取組を進めていくに

あたっては、職員意識調査結果の分析を行い、より良い制度の運用や働き方

改革の定着につなげていくことが必要である。 

 

（２）長時間勤務の是正と適切な勤務時間の管理 

 長時間勤務の是正は、職員の健康確保、ワークライフバランスの実現につ

ながるものであり、公務能率の向上に資するとともに、職員が安心して働き

続けるうえでも重要なことである。 

 職員一人ひと月あたりの平均時間外勤務時間数については、令和３年度以

降減少してきているものの、長時間勤務となっている職員も一部で見受けら

れる。 

 本委員会も、職員の健康確保の観点から適切な勤務時間管理は重視すべき

課題であると認識しており、時間外勤務が多く見られた事業所を対象に「時

間外勤務状況調査」を実施している。一部の事業所については、人事委員が

定時後、予告なしに職場を訪問し職員に直接聴き取りを行うなど、実態把握

に努め、状況に応じて事業所への改善指導を行っている。 
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健康を阻害し過労死のリスクを高める長時間勤務の解消は、事業者の責務

である。任命権者においては、これまでも時間外勤務の解消に向け取り組ん

できているが、局室区の取組や改善状況を把握し、状況に応じて是正を講じ

るなど、本市全体として長時間勤務の解消がより推進されるよう引き続き取

り組んでいく必要がある。 

このためにも、局室区長は「勤務時間の適切な管理について（令和６年４

月１日行給第１号行財政局長通知）」に則り、令和６年度より運用が開始され

た勤務時間の分析ツール等も活用し、長時間勤務の要因の整理・分析・検証

を行い、解消に向けた具体策を積極的に講じていくことが求められる。 

所属長等の管理監督者においては、時間外勤務の事前命令を徹底し、業務

の緊急性や必要性を十分に精査のうえ、実態に即した適切な時間で命令を行

うとともに、時間外勤務の上限を超過しないようにするために賃金不払残業

が発生するようなことがないよう、時間外勤務の実施後は速やかに出退勤時

刻の記録の有無及び状況を把握し、適切な勤務時間の管理に努める必要があ

る。加えて、時間外勤務の縮減や業務改革の推進など所属職員の意識改革に

も取り組むなど、マネジメントの強化が求められる。 

 教職員については、これまで、「神戸市立学校園働き方改革推進プラン（平

成31年３月）」、「小中学校における教育活動等について（方針）（令和２年１

月）」、「令和の時代における『学校の業務と活動』（令和４年１月～）」に基づ

き、働き方改革に取り組み、長時間勤務の是正に努めてきた。教職員の志願

者は全国的にも減少してきている状況であり、国においても、働き方改革の

推進とともに、教職調整額の増額などによる処遇改善についても検討が進め

られているところである。 

教職員の長時間勤務は大きな課題であり、教育委員会では、長時間勤務の

解消に向けて持続的・継続的に取り組んでいくため、新たに働き方改革の取

組の「スローガン・目標」9を策定し、教職員の意識改革、保護者・地域の理

解の促進に努めている。引き続き教育委員会事務局と学校園とが一体となっ

て働き方改革や長時間勤務の是正に取り組んでいく必要がある。 

                                                      
9 「見つめ直そう 子供も先生も笑顔で過ごせる学校へ」「遅くとも19時までには退勤しましょう」 
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なお、本委員会としても、労働基準監督機関としての権限に基づき、適用

事業所調査等を通じて、長時間勤務の実態や取組状況の把握に努め、必要に

応じて改善指導を行うなど、長時間勤務の是正に引き続き取り組んでいく。 

 

（３）職員の健康確保と安全衛生 

 職員の健康確保は、本人や家族だけでなく、公務の効率的な運営や質の高

い市民サービスを提供する観点から重要である。 

 長時間勤務者への健康対策の１つとして、所属長等は、まず職員の疲労の

蓄積状況を把握する必要がある。１月あたりの時間外勤務が80時間を超え、

かつ、疲労の蓄積が認められる職員に対しては、労働安全衛生法及び同規則

に基づき、産業医の面接指導を受けるよう勧奨を行うなどの対応をしなけれ

ばならない。本委員会では、各所属への調査を通じて対応状況を確認してい

るが、所属長による対応が徹底されているとは言い難い状況である。各所属

において、職員の健康確保のための措置が確実に実施されることを要望する。 

なお、国においては、令和６年４月より目安として11時間の勤務間インタ

ーバルを確保する努力義務が課されている。インターバル制度を導入するま

でもなく生活時間や睡眠時間を確保できるよう、長時間勤務を解消していく

ことが第一ではあるものの、本市においても、国や他都市の導入・運用状況

を注視していく必要がある。 

 また、地方公務員の精神疾患による休職者は全国的に増加傾向であり、本

市においても同様の傾向が見てとれることから、メンタルヘルスについても、

十分に対策をしていく必要がある。 

メンタル不調への対応は未然防止が重要であるが、職員自身が自らの不調

に気づき対応することに加えて、管理監督者はいち早く部下職員の変化に気

づくよう心掛け、早い段階から組織としてメンタル不調に対応していくこと

が求められる。そのためにも、管理監督者は、日頃から職場でのコミュニケ

ーション等を通じて、職員の具体的なストレス要因や職場における課題を把

握し、改善に努める必要がある。さらに、任命権者及び局室区長においては、

ストレスチェックの集団分析結果を活用するとともに、職員意識調査結果も
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踏まえて、メンタル不調の未然防止も含め、働きやすい職場環境づくりに取

り組む必要がある。 

また、メンタル不調により休職をせざるを得なくなった者への復職支援も

重要である。復職に際しては、段階的に職場の環境や業務に慣れるため、一

定期間実務を経験できるプレ出勤制度により、引き続き円滑な職場復帰支援

を図っていくことが求められる。 

 職場環境の安全確保については、本委員会も労働基準監督機関として、事

業所に対する調査や指導、安全意識の啓発活動等に取り組んでいる。各職場

においても、安全教育の実施や安全意識の向上に努めるとともに、安全衛生

委員会による職場の管理体制を充実させるなど、職員が安全に働ける職場環

境づくりを進める必要がある。 

 

（４）ハラスメントに対する取組 

 各種ハラスメントは、相手の人格や尊厳を不当に傷つける社会的に許され

ない行為であるだけでなく、組織全体の士気や能率の低下につながるなど、

円滑な公務の運営を妨げる非常に大きな問題である。本委員会への苦情相談

においてもハラスメントに関する相談が複数寄せられている。今後も全ての

職員が「神戸市ハラスメント対策基本方針」を十分に認識するとともに、研

修の充実を図り、組織全体としてハラスメント問題が生じない職場環境づく

りに努める必要がある。 

また、職員が業務に関連して理不尽なクレームや暴力行為等を受けるよう

な事案が生じてはならず、各所属と専門部署が連携し、組織的対応を強化し

ている。今後も事案に応じ、組織として毅然とした対応をしていくことが求

められる。 

 

４ 市民から信頼される神戸市職員 

 職員の綱紀粛正及び服務規律の徹底については、これまでも重ねて言及し

てきたところであり、任命権者においても機会あるごとにその周知徹底を図

っているが、依然として市民の信頼を損ねるような不祥事が発生している。
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任命権者においては、外部の弁護士による内部通報・相談窓口の設置のほか、

コンプライアンスの推進に取り組んでいるところであるが、今後も引き続き

不祥事の未然防止に努めていく必要がある。 

また全職員が「神戸市クレド」10や「神戸市職員コンプライアンス共有理念」

のもと、今一度職員として守るべき義務を十分に認識するとともに、職務外

においても、市民の信託に対する責任の重みを自覚し、高い倫理観と使命感

を持って行動し、市民の期待と信頼に応えるよう精励されることを要望する。 

 

おわりに 

 本委員会としては、以上に述べたとおり、本市職員の人事管理に関する諸

問題について取り組んでいくことが必要であると考える。 

 職員におかれては、日々職務に精励し、市民サービスの向上に懸命に努力

され、また、昨今の感染症対応や災害対応などにおいては、職員が一丸とな

って取り組まれた。本委員会としては、このような職員の努力に深く敬意を

表するとともに、自身の心身の健康にも十分に留意しつつ、市民生活を守る

ため、引き続き職務に精励いただきたい。 

 また、「チャレンジ精神」「リーダーシップ」「デザイン力」の求める人材像・

目指すべき職員像の下、戦略的に多様な人材の確保と育成に取り組み、組織

が一体となって市民サービスを向上させていくための努力を続けていくこ

とができるよう、組織風土の醸成に継続して取り組んでいかれることを期待

する。 

 

市会及び市長におかれては、「職員の給与等に関する報告及び勧告制度」に

ついてご理解いただき、この報告に基づいて適切に対応されるよう要請する。 

                                                      
10   職員一人ひとりが主体的に、適切かつ迅速な判断、行動が出来るようになるために、組織風土の改革の取り組みのひとつとして、職

員の目指すべき姿や行動指針を明文化したもの 
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第１部 市職員給与等の実態 

令和６年職員給与等実態調査の概要 

 

１ 調査の目的と時期 

  この調査は、本市職員の給与等の実態を把握するため、令和６年４月１日現在に

おける職員の給与等について調査したものである。 

 

２ 調査の対象職員 

  本市に勤務する一般職の職員から次に掲げる職員を除いた職員を対象とした。 

 

（１）労務職員 

（２）企業職員（水道職員、交通職員） 

（３）神戸市職員の給与等に関する条例（給与条例）附則第 12 項の適用を受ける 

職員 

（４）暫定再任用職員 

（５）定年前再任用短時間勤務職員 

（６）任期付職員 

（７）会計年度任用職員 

（８）臨時的任用職員 

（９）公益的法人への派遣者の一部及び株式会社への退職派遣者 

（10）海外派遣中の職員 

（11）育児短時間勤務中の職員 

（12）育児休業中の職員 

（13）自己啓発等休業中の職員 

（14）配偶者同行休業中の職員 

（15）専従休職者 

（16）休職中の職員 

   

３ 集計 

  集計は上記対象職員の全員について行った。 
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４ 職員の分類 

 

給 料 表 適  用  職  員 

１ 行政職給料表 他の給料表の適用を受けない全ての職員 

２ 消防職給料表 消防吏員 

３ 教育職給料表（２） 高等学校等に勤務する校長、教頭、教諭、 

養護教諭、助教諭、実習助手等 

４ 教育職給料表（３） 幼稚園に勤務する園長、教諭、養護教諭等 

５ 教育職給料表（５） 小学校、中学校、義務教育学校又は特別支援学校

に勤務する校長、教頭、主幹教諭、教諭、養護教

諭、栄養教諭、助教諭、講師及び養護助教諭等 

６ 医療職給料表（１） 地方独立行政法人以外の医療機関、保健所等に勤

務する医師及び歯科医師 

７ 医療職給料表（２） 地方独立行政法人以外の医療機関、保健所等に勤

務する薬剤師、栄養士、保健師、看護師等 

（注）１ 教育職給料表（１）は、平成 31年(2019 年)４月に神戸市看護大学が地方独立行政 

    法人へ移行したことに伴い、廃止した。 

２ 教育職給料表（４）は、令和５年(2023 年)４月に高等専門学校が地方独立行政法人

へ移行したことに伴い、廃止した。 
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第２部 民間給与等の実態 

令和６年職種別民間給与実態調査の概要 

 今回の報告の基礎となった職種別民間給与実態調査は、人事院及び全国の人事委

員会と共同して行った。 

本年の調査の概要は次のとおりである。 

  

１ 調査の目的 

  この調査は、本市職員の給与と民間企業の従業員の給与とを比較検討するため、

民間給与等の実態を調査したものである。 

 

２ 調査の内容等 

 (１) 調査の内容 

   ① 昨年８月から本年７月までの特別給の支給実績 

   ② 民間企業における給与改定の状況等 

   ③ 本年４月分として個々の従業員に支払われた給与月額等 

   ④ 本年４月分の初任給の状況 

 

 (２) 調査期間 

 ４月 22 日(月)～６月 14 日(金) 

 

３ 調査の範囲 

(１) 調査対象事業所 

    令和６年４月分最終給与締切日現在において、企業規模 50 人以上で、かつ

事業所規模 50 人以上の神戸市内の民間事業所のうち、宗教、外国公務に分類

される事業所を除いた全ての事業所、690 事業所を対象とした。 

 

(２) 事業所の抽出 

    (１)に記載した事業所を企業規模別、本・支店別に給与水準が同程度の 15

のグループに層化し、企業規模等に偏りが出ないように、さらに給与の比較
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の対象となる従業員（該当従業員）が各層から同じ割合で抽出されるよう、

統計的手法に則って、各層から無作為に 166 事業所を抽出した。 

なお、調査の完結した事業所は、55 ページ第８表のとおりである。 

 

 (３) 従業員の抽出 

    初任給関係以外の調査職種について、これに該当する従業員数が多数に上

るときは、所定の抽出率を用いて抽出した従業員について調査を行った。な

お、臨時の従業員及び役員は全て除外した。 

 

４ 調査結果の集計 

  ① 調査実人員は、初任給関係で 536 人（うち事務・技術関係職種 467 人）、４

月分給与関係で 7,172 人（うち事務・技術関係職種 6,407 人）の計 7,708 人

である。なお、調査職種該当者（母集団）の推定数は 56,203 人（うち事務・

技術関係職種 46,488 人）である。 

  ② 総計及び平均の算出に際しては、母集団に復元して行った。 
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（参考）　人事院勧告・報告の概要
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（参考） 給与等報告・勧告の手順 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 職員給与 

（４月分）の調査 

企業規模 50 人以上かつ事業所規模 50 人

以上の市内事業所を無作為抽出し、実地

調査 

報告・勧告対象職員につい

て、給料、扶養手当、管理職

手当、住居手当等の支給額や

補職別･学歴別職員数を調査 

② 民間企業の従業員と職員（行政職）の給与を

比較（ラスパイレス方式） 

③人事院勧告 

 他都市の状況、 

 生計費、経済・雇用情勢 

④給与・その他の勤務条件を検討 

 

⑤人事委員会給与等報告・勧告 

  市 長  市会議長 

① 民間給与の調査 

② 特別給(賞与)の 

支給月数を対比 

 

特別給(賞与) 

過去１年間の 

支給状況を調査 

給 与 

４月分の調査 
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民間給与との比較方法 <ラスパイレス方式> 

本市職員の給与と市内民間企業の従業員の給与を比較する際には、本市職員にあっては

行政職（事務・技術職）、民間企業の従業員にあってはこれに相当する事務・技術関係職種

に該当する者の４月分の給与月額を用いている。 

民間企業の従業員の給与月額については、給与改定の有無やベースアップの中止、ベー

スダウン、定期昇給の停止、賃金カットなどの給与抑制措置の実施状況のいかんにかかわ

らず、調査で得られた全てのデータを用いており、これを責任の度合（役職）、年齢、学歴

別に区分して、本市職員の人員構成に置き換えた形で算出している。 

（なお、対応関係については、55 ページ第９表を参照） 

 この方法(ラスパイレス方式)は、給与水準を比較する際の基礎的な条件（役職別、年齢

別及び学歴別の人員構成等）を統一させて比較するものであり、条件の相違を一切考慮し

ない単純平均で比較する場合に比べて、より精確に給与水準の実態を反映したものとなっ

ていることから、現在では全国統一の手法として広く定着しているところである。 

なお、新規採用者については別途調査を行っているので、双方とも本年４月の新規採用

者を除いて比較している。 
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